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度の中に記述があり，毎年 4 月 1 日から翌年 3 月















































民権として許可した（data.gov India Web サイト 
2016b）。
　PIO （Person of Indian Origin）スキームは，2015















































容認する制度である OCI（Overseas Citizen of India
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定により，アメリカの市民権を持つ PIO は OCI の











育分野における NRI との同等の権利，④ OCI カー






































ン 7A に基づいて OCI カード
を発行された者




















　インド外務省が，2016 年 4 月に公表した海外居
住人口によれば，NRI は，11,422,045 人，PIO は，
15,454,091 人，合計 26,876,136 人となっている（イ
ンド外務省 2016b）。OCI カードの全発行数データ
はないが，インド政府の総合統計 Web サイトであ
る data.gov in によれば，2005 年 12 月から 2016 年












て，Google 社，Intel 社，eBay 社，および，Yahoo
社といった企業の創業者には移民が含まれ，アメ
リカ国内での特許出願の 1/4 が移民によってなさ















の人々をアメリカの国勢調査である 2015 American 








住者は 33.6 歳となっている。婚姻関係は，15 歳
以上のインド系居住者数 2,938,290 人のうち，既
婚が 69.2％，死別が 3.1％，離婚が 2.5％，別居が
0.7％，独身が 24.5％となっている。25 歳以上の
インド系居住者 2,542,282 人の学歴は，中卒以下
が 7.9％，高卒が 9.0％，専門学校・短大卒が 9.7％，
大卒が 32.6％，大学院修了が 40.8％となっている。






















を 1 期 3 年で 2 期まで滞在できる専門職ビザを発
行し，インド人専門技術者を呼び寄せ，専門職ビ
96







年度（7）には合計で 315,857 件の H-1B ビザが発給
されたが，そのうちインド人に対しては 220,286 
件が発給されている。合計に対して 69.7％の H-1B
ビ ザ が イ ン ド 人 に 発 給 さ れ て い る（U.S. 
Citizenship and Immigration Services 2015：pp.7 – 8）。
ビザ発給数 2 位の中国には 26,393 件しか発給され
ておらず，インドが飛び抜けて多いことがわか
る。同報告書によれば，2014 年度 H-1B ビザ全取
得者のうち，203,425 人（64.5％）がコンピュー
タ関係の職業に携わっている（U.S. Citizenship and 





























に 先 立 っ て 外 国 人 労 働 許 可（Labor Condition 















申請する必要がある。2014 年度の H-1B ビザ発給
数 315,857 件 に 対 し，LCA 申 請 は 1,294,842 件
（Employment and Training Administration, U. S. 
Department of Labor 2015：p.3）が行われており，






　インドが 1 年間の H-1B ビザ発給数の 7 割にあ








と 66.7％を占めている（Employment And Training 
Administration United States Department Of Labor 
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2016b）。
　LCA でのポジション確保トップ 10 企業は，1 位：
Deloitte  Consulting,  LLP 社（118,406 件 ），2 位：
Cognizant Technology Solutions（82,662 件），3 位：
Tata Consultancy Services Limited（43,247 件），4 位：
Wipro Limited（36,151 件），5 位：iGate Technologies, 
Inc.（35,973 件），6 位：Infosys Limited（33,213 件），
7 位：Mindtree Limited（23,500 件 ），8 位：Syntel 
Consulting, Inc.（23,154 件），9 位：Deloitte & Touche, 
LLP（20,267 件），10 位：Accenture, LLP（19,658 件）
で，合計 436,231 件（全体の 35.8％）を占めてい
る（Employment And Training Administration United 




業 で， イ ン ド 人 専 門 技 術 者 は， 主 に BPM や













る。1 位：Software Developers, Applications（ ア プ
リケーショ関連ソフトウェア開発者）21,231 人，
2 位：Computer Systems Analysts（コンピュータ・
システム・アナリスト）8,732 人，3 位：Software 
Developers, Systems Software（システムソフトウェ
ア 関 連 ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 者 ）3,615 人，4 位：
Electronics Engineers, Except Computer（コンピュー
タ 以 外 の 電 機 系 エ ン ジ ニ ア ）1,738 人，5 位：
























　すでにアメリカ政府は，2014 年度に H-1B ビザ
の発給費用を従来の 2,000 ドルから 4,000 ドルへ
と倍増させている。2014 年度にインド系企業は約







くのしかかることになった（NDTV Profit web サイ
ト 2016）。
　2016 年には，ニュージャージー州選出の民主党
下院議員 Bill Pascrel とカリフォルニア州選出の共
和党下院議員 Dana Rohrabacher によってビザにか
んする法案の The H-1B and L-1 Visa Reform Act of 
2016 が提示された（The Financial Express web サイ
ト 2016）。同法案は，企業が従業員 50 人以上，か
つ，従業員の 50％以上がすでに H-1B と L-1 ビザ
を保持している場合は，それ以上 H-1B ビザで雇
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　この法案（The H-1B and L-1 Visa Reform Act of 
2016）は，結果として，2016 年の連結歳出法の改
正にその一部が盛り込まれ，オバマ大統領が 2015
年 12 月 18 日に 2016 年の連結歳出法に署名した
ことで，従業員 50 人以上，かつ，従業員の 50％
以上がすでに H-1B と L-1 ビザを保持している場
合に，H-1B ビザ取得に対して 4,000 ドル，L-1 ビ
ザ取得に対して 4,500 ドルの連邦歳出法費用を支
払わなくてはいけない法律が成立した。アメリカ
市民権・移民局は，2016 年 2 月 11 日以降の手続
き に か ん し て 費 用 徴 収 を 始 め る と 発 表 し た
（News18.com web サイト 2016）。






　こういった状況を鑑み，Infosys 社は 2013 年度
から従業員の永住権取得にも力を入れ始めてい
る。2013 年度は 5 名，2014 年度は 695 名，2015
年度は 128 名がそれぞれ永住権取得のための LC
の認証を受けている（myvizajobs.com web サイト 
2016）。LC は，永住権取得希望者向けの労働にか
んする認証で，H-1B ビザの LCA と同等の認証と
なる。同 web サイトによれば，Infosys 社の永住権
申請希望者のプロファイルは以下の通りである。
申請時の市民権は，インド（1,195 人），イギリス（2






















































































































































が数年前に BPO から BPM（13）への方向転換を宣言
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（ 1 ） 市民権法の中の規定については、インド外務
省 Web サイト Extract from the Citizenship Act, 
1955 2016 を参照した
（ 2 ） PIO スキームは、2015 年 1 月 9 日付の官報告
示 No.25024/9/2014-F.I により廃止され、OCI
スキームに移行した




（ 4 ） 市民権法（Citizenship act 1955）の Registration 




（ 5 ） 頭脳流出者とは，インドの高度人材のうち、
より良い生活を求めてアメリカなどの先進
国へ移住し，市民権を取得した者をさす
（ 6 ） アメリカ商務省センサス・ビューローが出し
ている 2015 American Community Survey 1-Year
　　Estimates の 中 の S0201: Selected Population 
Profile In The United States を American Fact 
Finder を使用してデータを入手し，筆者が比
較表を作成した
（ 7 ） 2014 年度は 2013 年 10 月 1 日から 2014 年 9
月 30 日までを指す
（ 8 ） L-1 ビザはアメリカに滞在する駐在員ビザで
L-1A ビザが管理職向けで通算 7 年，L-1B ビ
ザは専門職向けで通算 5 年までの滞在が可能
である。
（ 9 ） H-1B ビザの配偶者に与えれるビザ
（10） NAFTA（北米自由貿易協定）に基づく，カ
ナダやメキシコの国籍保有者対象のビザ










（13） Business Process Outsourcing からBusiness Process 
Management への方向転換は，業務委託中心
の下請けからビジネス・パートナーへの転換
を意味している
